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和寒町下水道事業経営戦略 
 

 

 

団 体 名：和寒町 

 

事 業 名：特定環境保全 

 

策 定 日：平成 29 年 3 月 

 

計 画 期 間：平成 28 年度～平成 37 年度 

 

 

１．事業概要 

（１） 事業の現況 

①施 設 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 
平成元年度（２８年） 

法適（全部適用・一部適用） 

非適の区分 
非適用 

処理区域内人口密度 ２５．７ 
流域下水道等への 

接続の有無 
無し 

処 理 区 数 １区（和寒処理区） 

処 理 場 数 １箇所（和寒下水終末処理場） 

広域化・共同化・ 

最適化実施状況*1 

平成２３年２月に下水道計画区域を見直し、計画区域面積１５．２ｈａの削減

を行い、処理区域以外については合併浄化槽を整備していくこととしました。

*1「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指します。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含みます）、広域化・共同化を推進するため

の計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施す

る場合等）を指します。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理

区の統廃合を含みます。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指します。 

 

 

②使用料 

一般家庭用使用料体系

の概要・考え方 

基本使用料 8 ㎥まで  ： 1,170 円 

超過使用料 1 ㎥につき ：  145 円 

業務用使用料体系の 

概要・考え方 

基本使用料 15 ㎥まで  ： 2,200 円 

超過使用料 1 ㎥につき ：  145 円 

浴場用使用料体系の 

概要・考え方 

基本使用料 100 ㎥まで ：11,550 円 

超過使用料 1 ㎥につき ：  116 円 

条例上の使用料 *2 

（２０㎥あたり） 
※過去３年度分を記載 

平成 25 年度 2,910 円 実質的な使用料 *3

（２０㎥あたり） 
※過去３年度分を記載 

平成 25 年度 3,252 円 

平成 26 年度 2,910 円 平成 26 年度 3,187 円 

平成 27 年度 2,910 円 平成 27 年度 3,177 円 
*2 条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいいます。 

*3 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含みます）をいいます。 
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③  組 織 

職 員 数 

建設課上下水道係は現在正職員１人、臨時職員 1 人の計２人で簡易水道事

業、公共下水道事業を兼務して当たっています。 

職員給与費の予算措置については、水道事業会計に建設課長１人分、臨時

職員１人分、下水道事業特別会計に係長１人分を措置している状況です。 

事業運営組織 業務委託の実施を行いつつ職員の削減に取り組み現在に至っています。 

 

 

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等 

民間活用の状況 

ア 民間委託 
（包括的民間委託を含む） 

施設維持管理業務、施設機械警備業務、消防施

設保守点検業務、電気設備管理業務、水質検査

業務、脱水ケーキ収集運搬業務、汚泥成分検査

業務、管渠清掃業務を民間業者に委託していま

す。 

イ 指定管理者制度 

現在の民間委託を継続しつつ、民間の創意工夫

による効率的な維持管理が可能となる包括的民

間委託を含めた検討が必要です。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 

現在の民間委託を継続しつつ、民間の創意工夫

による効率的な維持管理が可能となる包括的民

間委託を含めた検討が必要です。 

資産活用の状況 

ア エネルギー利用 
（下水熱・下水汚泥・発電等）

*4 

小規模施設のため費用対効果が図れないと判断

しました。 

イ 土地・施設等利用 
（未利用土地・施設の活用等）

*5 

未利用土地・施設の活用に要する投資に見合

う、収益が確保できるか不明なことから未検討

です。 

*4「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含みます)を用いた収入増につながる取組を指します。 

*5「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指します（単純な売却は除きます）。 

 

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析 ： 別 紙 

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企

業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付しています。 
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平成２８年度に策定・公表しました、平成２７年度決算「経営比較分析表」を添付しております。 

この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合    
わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。 
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２．経営の基本方針 

３．投資・財政計画 

 

（１） 投資・財政計画 ： 別 紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定環境保全公共下水道事業） 

4 

 

○適切で計画的な事業執行 

これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費の増加傾向から厳しい経営を強いられております。限られた   
財政の中、適正な事業計画と財政計画を基に経営を行ってまいります。また、将来的には公営企業会計適用により独立採算性及び透明性   
を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよう検討してまいります。 

○効率的な事業執行 

業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組みます。これまでと同様に民間委託の活用により業務効率を図りつつ、将来的には包括的民   
間委託等により効率的な民間活用について検討してまいります。 

○収入の確保と負担の適正化 

財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図ります。また、収入の確保のため使用料を確実に収入すると    
共に、国や企業債の資金を的確に調達してまいります。 

○水洗化の促進 
公共用水域の水質保全のため、水洗便所等改造資金融資あっせん制度を活用し下水道未接続者への周知に努めてまいります。 
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繰
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６



（２）投資・財政計画の策定に当たっての説明 

① 投資・財政計画のうち投資についての説明 

 

 

② 投資・財政計画のうち財源についての説明 

 

③ 投資・財政計画のうち投資以外の経費についての説明 
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○投資の目標に関する事項 
補助事業に関しては、H24 年度に策定した長寿命化計画及び H28 年度策定するストックマネジメント計画に基づいて事業を進めます。 

 

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項 
H24 年度に策定した長寿命化計画及び H28 年度策定するストックマネジメント計画に基づいて事業を進めます。 

 

○防災・安全対策に関する事項 
計画期間中の事業の予定はありません。 

○財源の目標に関する事項 
補助事業に係る国庫補助金及び企業債収入を計画しています。 

 

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項 

人口減少により今後の使用料収入増は困難ですので、収納率の向上及び水洗化の促進を図ることにより減収にならないよう計画しており     
ます。また、消費税増税に伴う改定を含み４～５年おきに使用料の改定を計画しております。 

○企業債に関する事項 
建設改良費については下水道事業債と過疎対策事業債を発行可能額の 2 分の 1 づつで計画しました。 

 

○繰入金に関する事項 

営業収益で賄いきれない営業費用及び資本費の単独事業費については基準外繰入で算定し、元利償還に充てる繰入分については基準    
内で算定しました。 

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI など） 

水道事業の包括的民間委託等の状況を踏まえ検討してまいりますが、現状では経費削減につながるかは不透明なため、現在の委託費用    
から算定しました。 

○職員給与費に関する事項 

これ以上の職員削減は困難な状況から現在の職員数は変えずに、平成２８年度は予算ベースで算定し、以降は過去５年間の平均から給    
与費を算定しました。 

○動力費に関する事項 
平成２８年度は予算ベースで算定し、以降は過去５年間の平均から費用を算出しました。 

 

○薬品費に関する事項 
平成２８年度は予算ベースで算定し、以降は過去５年間の平均から費用を算出しました。 

 

○修繕費に関する事項 
平成２８年度は予算ベースで算定し、以降は過去５年間の平均から費用を算出しました。 

 

○委託費に関する事項 
現在の委託状況から費用を算出しました。 

 

○その他 
平成３１年１０月予定の消費税増税に伴う費用増について、消費税見合い分を加算し算定しております。 



（３）投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する

事項 

地理的な面から広域化については難しい状況にあります。 

今後は人口減による施設のダウンサイジング、スペックダウ

ンなど費用対効果について検討してまいります。 

投資の平準化に関する事項 

補助事業による処理場の改修、また今後管渠等の更新工事が

必要になってきますので長寿命化や最適化など国の動向を注

視しながら検討してまいります。 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

人口減少により今後の使用料収入増は困難ですので、収納率

の向上及び水洗化の促進を図ることにより減収にならないよ

う４～５年おきに料金改 定を検討する必要があると考えま

す。 

資産活用による収入増加の取組に

ついて 

企業債の元利償還が多額に上り、多くを一般会計からの繰入

に頼っている状況では、基金への積立を行うことは困難であ

ります。 

その他の取組 

建設改良に当てっては、国の補助事業活用や交付税措置の有

利な起債を発行するなど、適切な財源確保を検討してまいり

ます。 

 

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項 

（包括的民間委託等、指定管理者

制度、PPP/PFI など） 

施設管理については、現在の民間委託を継続しつつ、民間の

創意工夫による効率的な維持管理が可能となる包括的民間委

託等を検討していきます。 

職員給与費に関する事項 

計画期間中、特定環境保全公共下水道事業には１人の職員給

与費を置いて算定しておりますが、事業の重要性や業務内容

の変化など必要に応じて、職員の増減を検討してまいりま

す。 

動力費に関する事項 電力自由化に伴う経費削減について検討してまいります。 

薬品費に関する事項 

従来から単価契約の実施などにより経費節減に取り組んでお

りますが、包括的民間委託等により、より削減可能か検討し

てまいります。 

修繕費に関する事項 
修繕計画に基づく修繕工事を実施すべく財源の確保に努めて

まいります。 

委託費に関する事項 
統合できる委託業務について検討し経費の削減、効率化に努

めてまいります。 

その他の取組 
水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる経費につい

て費用対効果を検証しつつ取り組んでまいります。 

 

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略の事後検証、更新

等に関する事項 

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも５年ごと

に見直し（ローリング）を行うこと  によりＰＤＣＡサイクルを効果

的に回して、本経営戦略の事後検証、更新を行ってまいります。 
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